






























世界大戦時には，戦時特殊損害保険法に基づいて地震保険制度が制定され，1944 年 4 月から





1964 年 6 月に発生した新潟地震により，当時審議中の保険業法改正法案に，速やかに地震
保険等の制度の確立を検討すべきという趣旨の付帯決議がなされ，大蔵大臣から保険審議会に
諮問された。これを受けて，1965 年保険審議会は地震保険制度について大蔵大臣に答申した。
1966 年に「地震保険に関する法律」が施行され，地震保険制度が発足した。その後 50 年間
に制度は何度か改正され，拡充されてきた（図表 1-1）。改正の内容は大きく分けて 4 分野あり，
それらは「加入限度」，「支払限度」，「損害区分（保険支払割合）」，「保険料率区分」である。
加入限度では，発足当時の保険金額は建物が 90 万円，家具が 60 万円で火災保険金額に対し
て 30％であった。それが 1980 年には建物が 1,000 万円，家具が 500 万円に引き上げられ火災
保険に対し 30％〜 50％まで付保されるように拡充された。阪神淡路大震災を経て 1996 年には






3,000 億円だったが，1978 年には 1 兆 2,000 億円と 1 兆円を超え，阪神淡路大震災を受けて
1995 年には一挙に 3 兆 1,000 億円に拡充された。その後も拡充され，東日本大震災があった









2）	 	　この制度の運用期間中の 1944 年には東南海地震が，1945 年には三河地震などが相次ぎ，この間の保険金









グループ分け（等地区分）がされている。発足当時は，3 区分で，県単位では多くの地域が 1 等
地であり，リスクの高い 2 等地は関東から近畿にかけての本州中央部であり，2 等地の中で特




その後等地区分は 1980 年に 5 等地までに細分化され，1991 年に 4 等地までとなり，等地毎
































































1966 年	 6 月 30 90 60 3,000	 2,700	 300	 100 0 0 3 2 0
1972 年	 5 月 ↓ 150 120 4,000	 3,400	 600	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1975 年	 4 月 ↓ 240 150 8,000	 6,775	 1,225	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1978 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 12,000	 10,163	 1,838	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1980 年	 7 月 30〜50 1,000 500 ↓ ↓ ↓ 100 50 ↓ 5（改） ↓ ↓
1982 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 15,000	 12,715	 2,285	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1991 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 100 50 5 4（改） ↓ ↓
1994 年	 6 月 ↓ ↓ ↓ 18,000	 15,258	 2,742	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1995 年 10 月 ↓ ↓ ↓ 31,000	 26,884	 4,116	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1996 年	 1 月 ↓ 5,000 1,000 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 4（改） ↓ ↓
1997 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 37,000	 31,975	 5,026	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
1999 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 41,000	 34,891	 6,109	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2001 年 10 月 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 4（改） ↓ 10 〜 30
2002 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 45,000	 37,527	 7,473	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2005 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 50,000	 41,222	 8,778	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2007 年 10 月 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 4（改） ↓ 10〜30（改）
2008 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 55,000	 43,915	 11,085	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2009 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 55,000	 43,013	 11,988	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2011 年	 5 月 ↓ ↓ ↓ 55,000	 47,756	 7,245	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2012 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 62,000	 57,120	 4,880	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2013 年	 5 月 ↓ ↓ ↓ 62,000	 59,595	 2,405	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2014 年	 4 月 ↓ ↓ ↓ 70,000	 67,386	 2,614	 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
2014 年	 7 月 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 3（改） ↓ 10〜50（改）
出所）　損害保険料率算出機構（2014），日本地震再保険（各年）他より作成。
図表１－２ 損害区分と支払割合
2016 年まで 2017 年以降




























































































したこと（図表 1-6）と，想定される保険金の上限額が引き上げられたことから，2014 年 4 月
1 日以降，図表 1-7 のように改められた。
民間
8）
と政府の分担構造は，保険金額によって 3 つの層（レイヤー）に分かれる。2014 年
4 月 1 日以降に適用されているものでは，保険金額の小さい第 1 レイヤーは 100％民間の責任
分担となっている。次の第 2 レイヤーは民間が 50％，政府が 50％の責任分担となっている。




主体別 2010 2011 2012 2013 2014
日本地震再保険 4,244 3,312 3,528 3,780 4,170
損害保険会社 4,891 627 687 725 747
政府 13,427 8,868 9,623 10,727 11,934









東日本大震災の影響反映前（2011 年 5 月１日まで）
保険金額 レイヤー 民間割合 政府割合 民間責任額 政府責任額
1150 億円以下 1 100% 0% 1,150 0
1150 億円超　１兆 9250 億円以下 2 50% 50% 9,050 9,050
1 兆 9250 億円超 3 5% 95% 1,788 33,963
小計 　 11,988 43,013
総計 55,000
最近の状況（2014 年 4 月１日以降）
保険金額 レイヤー 民間割合 政府割合 民間責任額 政府責任額
1000 億円以下 1 100% 0% 1,000 0
1000 億円超　3620 億円以下 2 50% 50% 1,310 1,310
3620 億円超 3 0.5% 99.5% 304 66,076

























の地震保険への加入率は 3% 程度と低かったため，支払額は 783 億円にとどまった。
図表２－１ 地震保険金支払額上位 20件
（平成 27 年 3 月 31 日現在）
順位 地震名等 発生年月日 マグニチュード
支払保険金
証券件数（件） 支払額（百万円）
1 平成 23 年東北地方太平洋沖地震 2011 年	 3 月 11 日 9.0 793,760 1,265,359
2 平成 7 年兵庫県南部地震 1995 年	 1 月 17 日 7.3 65,427 78,346
3 宮城県沖を震源とする地震 2011 年	 4 月	 7 日 7.2 30,985 32,371
4 福岡県西方沖を震源とする地震 2005 年	 3 月 20 日 7.0 22,058 16,969
5 平成 13 年芸予地震 2001 年	 3 月 24 日 6.7 24,452 16,941
6 平成 16 年新潟県中越地震 2004 年 10 月 23 日 6.8 12,608 14,897
7 平成 19 年新潟県中越沖地震 2007 年	 7 月 16 日 6.8 7,864 8,247
8 福岡県西方沖を震源とする地震 2005 年	 4 月 20 日 5.8 11,337 6,429
9 平成 15 年十勝沖地震 2003 年	 9 月 26 日 8.0 10,553 5,990
10 平成 20 年岩手・宮城内陸地震 2008 年	 6 月 14 日 7.2 8,276 5,545
11 駿河湾を震源とする地震 2009 年	 8 月 11 日 6.5 9,477 5,142
12 静岡県東部を震源とする地震 2011 年	 3 月 15 日 6.4 5,252 4,600
13 岩手県沿岸北部を震源とする地震 2008 年	 7 月 24 日 6.8 7,754 3,972
14 福島県浜通りを震源とする地震 2011 年	 4 月 11 日 7.0 2,357 3,669
15 長野県中部を震源とする地震 2011 年	 6 月 30 日 5.4 2,957 3,302
16 平成 12 年鳥取県西部地震 2000 年 10 月	 6 日 7.3 4,078 2,868
17 平成 19 年能登半島地震 2007 年	 3 月 25 日 6.9 3,306 2,732
18 淡路島付近を震源とする地震 2013 年	 4 月 13 日 6.3 2,865 2,283
19 宮城県北部を震源とする地震 2003 年	 7 月 26 日 6.4 2,543 2,172













的には，793,760 件，1 兆 2,653 億円の保険金が支払われたが，ここでは 2012 年 5 月 31 日時点
での各都道府県の支払規模（全国では 783,648 件，1 兆 2,346 億円）を 100 として，各時点で
の支払い累計の比率を支払進度として表している。
東北地方で被害の大きかった 3 県（宮城，福島，岩手）とそれ以外の地域で比較すると，東






































 東北 3 県    東北 3 県以外















































































































































図表 2-3 は，東日本大震災発生から約 1 年経過した 2012 年 3 月末時点での，対象別・損額
区分別の保険金払出累計である。東北地方（ここでは東北 6 県であるが，ほとんどが被災 3 県）
の保険金合計（再保険と表記されている）が，7,654 億円，東北以外が 4,299 億円で，東北地
方が全体の 64％を占めている。東北地方は津波による損害が特に大きかったことから，建物
のうち，東北地方の全損件数が 22,635 件と全国の全損件数 27,540 件の 82％を占めている。また，





対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円）
全損 22,635 204,545 13,034 43,034 35,669 247,580
半損 62,601 293,449 74,103 118,925 136,704 412,375
一部損 185,639 97,994 45,007 7,495 230,646 105,490
合計 270,875 595,989 132,144 169,456 403,019 765,446
（東北以外）
建物 家財 合計
対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円）
全損 4,905 45,674 681 2,216 5,586 47,890
半損 31,937 153,182 33,332 59,087 65,269 212,270
一部損 258,379 153,324 88,706 16,419 347,085 169,744
合計 295,221 352,181 122,719 77,723 417,940 429,905
（全国）
建物 家財 合計
対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円） 対象件数（件） 再保険金（百万円）
全損 27,540 250,219 13,715 45,250 41,255 295,470
半損 94,538 446,631 107,435 178,012 201,973 624,645
一部損 444,018 251,318 133,713 23,914 577,731 275,234
合計 566,096 948,170 254,863 247,179 820,959 1,195,351
出所）日本地震再保険（株）「日本の地震再保険の現状 2012」より作成。
13巨大災害と地震保険
















































































































日本 米国カリフォルニア州 ニュージーランド 台湾 トルコ
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住宅：10 万 NZ ド
ル（820 万円）














































67 億 NZ ドル超の
支払いは政府が保







12．データ時点 2015 年 11 月 2013 年 9 月 2013 年 10 月 2013 年 6 月 2013 年 11 月
出所）	　損害保険料率算出機構（2014）「日本の地震保険」。財務省地震保険制度に関するプロジェクトチーム「第 1
回会合参考資料」，日本地震再保険㈱「日本の地震再保険の現状」（各年）より作成
注）	　保険金限度額，総支払限度額，支払準備残高の円額は，2015 年 11 月末の為替レートを参考に以下で換算。１ド
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図表３－２ 地震保険加入率の推移(カリフォルニア州）
％










1 Swiss	Reinsurance	Co. 31,640 スイス
2 Munich	Reinsurance	Co. 31,181 ドイツ
3 Berkshire	Hathaway	Re 16,568 アメリカ
4 Hannover	Rueckversicherung	AG 15,294 ドイツ
5 SCOR	SE 12,324 フランス
6 Lloyd's 10,416 イギリス
7 Resinsurance	Group	of	America	Inc. 8,670 アメリカ
8 China	Reinsurance	(Group)	Corp 7,772 中国
9 PartnerRe	Ltd. 5,720 バミューダ
10 Everest	Reinsurance	Co. 5,257 バミューダ
11 Korean	Reinsurance	Co. 3,582 韓国
12 Transatlantic	Holdings	Inc. 3,410 アメリカ
13 MS	&	AD	Holdings	 3,320 日本
14 Sompo	Japan	Nipponkoa	Holdings	Inc 2,853 日本
15 Mapfre	Re 2,679 スペイン
16 Tokio	Marine	Group 2,496 日本
17 Maiden	Re 2,458 アメリカ
18 General	Ins.	Corp.	O	India 2,216 インド
19 AXIS	Capital	Holdings	Ltd. 2,128 バミューダ




































15）		　特に 1990 年代には，1992 年の米国のハリケーンアンドリュースや，1994 年の米国ノースリッジ地震など
で多額の支払が続いたことから，再保険引受能力が低下し，再保険料も高騰して危機的な状況になった。
16）		　米国では，2001 年 9 月の同時多発テロにより，航空会社の運航保険においてテロリスクが適用除外となっ
たため，運行が困難となった。このため米国政府は 2002 年 11 月にテロ保険（TRIA：Terrorism	Risk	
Insurance	Act）を制定し，政府がバックアップするテロ保険（Terrorism	Risk	Insurance	Program）が創
設された。




















CAT	Bond の発行額は年間 50 億ドル程度（6,000 億円程度）であり，発行残高も 200 億ド

















































ている。地震保険制度では 2001 年から耐震割引（30％まで）が導入され，2014 年から拡充（50％















いを迅速に行った結果，総額 1 兆 2 千億円の保険金のうち，1 兆円以上が，震災から 3 カ月の
うちに支払われ，被災者の生活の再建に寄与した。この保険金は積立金の中から行われ，追加
的な財政負担なく支払うことができた。また積立金の減少に対して，政府は再保険機能を強化







2015 年 9 月 30 日，日本損害保険料率算定協会は，新たな地震保険料率の届出を行うのに合
わせて，以下のように全国の等地区分を見直した。全国的なリスクは高まっているものの，等
地区分では，1 等地が 20 → 27 へ，2 等地が 14 → 12 へ，3 等地が 13 → 8 へと変更されている。
図表（補論） 地震保険等地図
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Catastrophe and Earthquake Insurance:  
A Great East Japan Earthquake Case Study
Nobuyuki ARAI
Abstract
The Japanese earthquake insurance system has operated for a half century under a public-
private partnership. This partnership worked effectively in the case of the Great East Japan 
Earthquake as insurance companies promptly paid out insurance amounting to 1 trillion 
yen, or over 80% of the total insurance payment, within three months of the event. Thanks 
to the ample reserves of the insurance premium, this payment was accomplished without 
any governmental subsidies. The government has boosted the resilience of the insurance 
by raising the upper limit from 5.5 trillion yen to 7 trillion yen and it would play a more 
important role in such hypothetical future disasters as a Nankai Trough earthquake, which 
could lead to a major tsunami, or an earthquake centered on Tokyo. The role of insurance 
is not limited to damage recovery. While maintaining its promptness and resilience, 
insurance is expected to contribute to disaster mitigation by giving incentives through 
proper design of the insurance premium.
